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海区別の取組方針

第 章6

　本章では、各海区の海域の特性や地域特有の課題を踏まえた特徴的な取組の方向性を記
載することとし、第５章の「基本目標別の取組方針」に記載している県内全域に共通するテー
マと併せて、各海区の実情に応じた取組を推進していきます。

1 西彼海区

■海況の特徴
　西彼海区は、五島灘の一部で、長崎半島から西彼杵半島西岸の範
囲にあり、沖合域は、九州西方を北上する対馬暖流の影響を受けてい
ます。沿岸域では、沿岸流との境に多くの潮目が形成され、変化に富
んだ海洋環境にあります。

■漁業の現状
　対馬暖流の影響が大きく、外洋性海域としての
性質を有する西彼海区では、中型まき網、刺網、は
え縄、一本釣りなど多種多様な漁業が営まれ、ア
ジ・サバ・イワシ類、イサキ、ヒラメ、カマス、タコ、イ
セエビ等が漁獲されています。
　また、波静かな入江等を利用して、ブリ類、シマ
アジ、マダイ、トラフグ等の海面養殖も行われています。
　西彼海区における令和５年の海面漁業生産量は41,301トンで平成30年から709トン増加してい
ます。令和５年の海面養殖業生産量は661トンで平成30年から347トン減少しています。令和５年の
漁業就業者は512人で、平成30年から206人減少しています。

■海区特有の課題

　漁船漁業では、他の海区に比べ経営体の多く
が小規模で厳しい経営状態にあるため、漁家経
営の収益性向上と安定化を図る必要があります。
　養殖業では、近年赤潮による養殖魚への大き
な被害が発生していることから、赤潮調査、被害
防止対策を行いつつ、経営の安定化を図る必要
があります。
　水揚げされる水産物の有効利用と付加価値
向上、販売促進を図るため、長崎魚市場及び周
辺の加工業者による社会（消費地）ニーズに対
応した産地加工の強化が課題です。

①経営の多角化やスマート水産技
術の導入による漁船漁業の経営
力強化

②赤潮リスク軽減対策等による養
殖経営の安定化

③長崎魚市場及び周辺の加工業者
による水産物の付加価値向上と
取引拡大

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 41,599 41,963
生産量（海面漁業） トン 40,592 41,301
生産量（海面養殖業） トン 1,008 661
漁業就業者数 人 718 512

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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海区別の取組方針

第 章6 �   １　西彼海区

推進目標　環境の変化に適応し、付加価値を創出する生産・加工・販売の強化

■課題に対する取組の方向性

❶経営の多角化やスマート水産技術の導入による漁船漁業の経営力強化

◆取組の方向性
　水産資源や漁場形成等の変化に適応するた
め、複数の漁業種類の組み合わせやスマート
機器の活用により、漁船漁業の経営力強化を
図ります。

◆具体的な取組
●●新たな漁業種類への展開促進
●●海況予測システム等の利用促進やICT技術
等を活用したスマート機器の導入促進
●●経営計画のフォローアップ強化と経営改善
の取組推進

❷赤潮リスク軽減対策等による養殖経営の安定化

◆取組の方向性
　近年の漁場環境の変化に伴う赤潮のリスク
に対応するため、赤潮の早期察知、被害防止・
軽減等の対応体制を強化します。
　市場ニーズが高く温暖化等に適した新しい
魚種による養殖の取組を推進します。

◆具体的な取組
●●赤潮の早期発見と赤潮防除剤、足し網など
被害防止策の強化
●●赤潮リスク軽減のため、ウスバハギなど短期
間で出荷可能な新たな養殖魚種の現場実証
と実用化の推進

❸長崎魚市場と周辺の加工業者等による水産物の付加価値向上と取引拡大

◆取組の方向性
　資源量が増加しているマイワシを始め、地域
に水揚げされる水産物を使った長崎らしい加
工商品づくりに、地元加工業者と一体となって
取り組みます。
　周辺市街地等での消費や国内外の観光客
ニーズに対応した販売展開を見据え、開発し
た商品の販路開拓に取り組みます。

◆具体的な取組
●●長崎魚市場で水揚げされるキダイのフィレ
や多品種のワンフローズン商材など産地加
工の推進とバリューチェーンの強化
●●マイワシの特性を踏まえた高付加価値商品
の開発及び県内加工業者への普及、販売促
進
●●地元小売商材や観光客向け土産品など様々
な消費者ニーズを捉え開発した商品の販売
促進
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2 大村湾海区

■海況の特徴
　大村湾は、南北に約26km、東西に約11km、湾北部の針尾瀬戸と
早岐瀬戸の２本の細い水路を経て、支湾である佐世保湾を通じての
み外海と繋がる閉鎖性の強い内湾です。水の出入りが非常に少ない
ため、湾内の水温は気温の影響を受けやすく、夏季は30℃を超え、冬
季は10℃を下回るなど季節変動が大きいのが特徴です。また、毎年の
ように夏季に赤潮や貧酸素水塊※の発生が見られるなど、厳しい漁場
環境にあります。

■漁業の現状
　大村湾海区では、小型底びき網、刺網、はえ縄、
かご、採介藻等の漁業が営まれ、ブリ類やマダイ
等の魚類養殖やカキ、真珠の貝類養殖も行われて
います。
　当海区における令和５年の海面漁業・養殖業の
総生産量は1,172トンで平成30年から491トン減
少しています。令和５年の漁業就業者数は899人で、平成30年から120人減少しています。

■海区特有の課題

　漁船漁業では、大村湾特産のナマコの漁獲量
が近年大幅に減少しており、原因究明や生息環
境を保全する対策を検討していく必要がありま
す。
　また、海面漁業全体の生産量が減少傾向にあ
る中で、近年生息数が増加傾向にあるクロダイ
などを有効活用し、収益化していくことも課題
です。
　マガキ養殖では、食害等の影響により生産量
が不安定になっており、生産体制の再構築が求
められています。
　静穏な内湾等の地域資源や漁協直売所など
の機能を活かした海業の展開により、交流人口
の拡大と大村湾の魅力発信、地域産品の販売促
進等に繋げる必要があります。

①水産資源を育む漁場環境整備の
推進

②低利用魚等の活用促進

③マガキ養殖の持続可能な生産体
制の構築

④海業の促進による浜の活性化

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 1,663 1,172
生産量（海面漁業） トン 1,444 1,078
生産量（海面養殖業） トン 220 94
漁業就業者数 人 1,019 899

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ２　大村湾海区

推進目標　大村湾の地域特性を活かした持続可能な水産業の振興

■課題に対する取組の方向性

❶水産資源を育む漁場環境整備の推進

◆取組の方向性
　ナマコなどの水産資源の回復と持続的な利
用に向けて、赤潮や貧酸素水塊の発生状況や
魚介類への影響を把握するとともに、漁場環境
の保全を通じて漁場生産力の回復に取り組み
ます。

◆具体的な取組
●●研究機関と連携した漁場環境の調査
●●海底耕うん等による漁場の底質改善
●●地域一体となった藻場の保全・再生活動の
推進

❷低利用魚等の活用促進

◆取組の方向性
　クロダイなどの低利用魚や身入りが悪いウ
ニの有効活用を進め、漁業者の収入増に取り
組みます。

◆具体的な取組
●●クロダイなどを加工原料とした商品づくりの
推進と販促支援
●●ウニの密度管理等の取組による持続的な利
用の促進

❸マガキ養殖の持続可能な生産体制の構築

◆取組の方向性
　マガキ養殖の安定的な生産と収益性の向上
のため、新たな種苗の導入及び効果的な養殖
手法の現場展開を進めます。

◆具体的な取組
●●早期出荷を実現する三倍体カキの生産工程
の現場実証と技術普及
●●食害対策を含む効率的な養殖技術の検討と
技術普及

❹海業の促進による浜の活性化

◆取組の方向性
　観光分野と連携したイベントの企画・実施
や、地域水産物の即食加工・販売などを通じ
て、大村湾の魅力を広く発信し、誘客を促進す
ることで、地域水産物の消費拡大と交流人口
の増加による浜の活性化を目指します。

◆具体的な取組
●●地域水産物の加工と漁協直売所等における
販売の促進
●●観光分野と連携した地域体験型コンテンツ
の展開促進
●●SNSなど多様なツールによる情報発信
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3 橘湾海区

■海況の特徴
　橘湾は、長崎県の南部に位置して、長崎半島から島原半島にわたる
比較的単調な海岸線に囲まれ、湾口は南西に大きく開いた広大な湾
です。
　周辺には、観光地や温泉名所があり、他業種との連携強化により、
消費拡大が期待される地域です。

■漁業の現状
　橘湾海区では、漁獲量の多い中型まき網のほ
か、敷網、小型底びき網、刺網、はえ縄漁業等が営
まれ、イワシ類、アジ類、サバ類、エビ類、カニ類が
水揚げされています。浅瀬ではサザエ、ウニ類等の
採介藻漁業も営まれています。海面漁業の生産量
は、中型まき網や敷網が大半を占めています。当海
区の令和５年の海面漁業生産量は6,567トンで、平成30年から4,248トン減少しています。
　静穏域ではブリ類、マダイ、トラフグ、シマアジ等の魚類や介類の養殖が営まれています。令和５年
の養殖生産量は1,094トンで、平成30年から518トン減少しています。
　来遊性、底棲性魚類の漁獲量の減少が認められ、燃油や資材の価格が高騰して、漁家の経営状況
は厳しさを増しています。
　令和５年の漁業就業者数は597人で、平成30年から156人減少しています。

■海区特有の課題

　漁船漁業では、ヒラメ類、エビ類、カニ類、イ
カ類の漁獲が減少し、また、カタクチイワシが減
少してマイワシが増加するなど、漁獲量や魚種
構成に変化が見られる中で、資源管理の推進や
バランスの取れた資源利用に向けてマイワシ等
の加工利用を促進すること等が課題です。
　海面養殖業では、餌料や資材の高騰に加え、
赤潮による漁業被害が続くなど、収益性に課題
を抱えています。
　中型まき網や煮干加工業等では、資源変動の
影響を大きく受けていることに加え、漁業従事
者不足も生じており、収入安定と従事者の確保
が課題です。
　漁村では、人口減少や高齢化により、イベント
や住民活動が減る一方、近年道の駅や直売所
等を開設する動きもあり、地域で集客し、消費・
販売を喚起する取組も期待されます。

①資源変化に適応した安定的な漁
船漁業、水産加工業の推進

②環境変化に強く安定した養殖業
の推進

③雇用型漁業における経営安定化
の推進

④地元水産物を利用した賑わいの
創出

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 12,427 7,661
生産量（海面漁業） トン 10,815 6,567
生産量（海面養殖業） トン 1,612 1,094
漁業就業者数 人 753 597

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ３　橘湾海区

推進目標　水産資源の持続的利用と漁家経営体制の強化

■課題に対する取組の方向性

❶資源変化に適応した安定的な漁船漁業、水産加工業の推進

◆取組の方向性
　漁船漁業の経営安定に向け、資源状況を踏
まえた漁業経営への転換等を促進しつつ、資
源の持続的利用のため、漁業者の自主的な資
源管理と種苗放流に取り組みます。
　イワシ類を原料とする消費者ニーズに対応
した煮干等製品化の取組を推進します。

◆具体的な取組
●●経営改善の取組支援や経営計画のフォロー
アップの強化
●●ヒラメ、クマエビ、ガザミ等の最適な放流場
所・手法の検討と普及・実践
●●イワシ類のサイズや種類の特性を踏まえた
煮干等加工の技術指導

❷環境変化に強く安定した養殖業の推進

◆取組の方向性
　養殖業の経営安定を図るため、スマート技
術の導入促進によるコスト削減や養殖魚種の
多角化による赤潮リスクの軽減、介類養殖の
導入による収益性向上の取組を推進します。

◆具体的な取組
●●給餌や成長の管理、漁場環境の把握に係る
AI等先端技術の導入の促進
●●短期で養殖できる魚類やウニ類、カキ類等、
新たな養殖品目の普及の推進
●●農産物をエサとして活用する介類養殖の取
組の指導

❸雇用型漁業における経営安定化の推進

◆取組の方向性
　雇用型漁業の収益性の向上による経営安定
に取り組むとともに、従業員の確保に向け、外
国人も対象とした人材の呼び込みと、地域の
受入体制づくりに取り組みます。

◆具体的な取組
●●経営指導による経営の多角化や漁獲物の付
加価値向上の推進
●●就業フェアへの参加の促進や漁業技術習得
研修の活用促進などによる人材確保のサ
ポート
●●就業者が地域に馴染むための相談窓口の開
設等

❹地元水産物を利用した賑わいの創出

◆取組の方向性
　漁協等による地域の新鮮な魚介類の産業祭
への出品やPRを通じて県内外からの誘客促進
と水産物の消費拡大を図り、浜の賑わいを創
出します。

◆具体的な取組
●●産業祭、直売所における水産物の消費拡大
の取組の促進
●●地元料理店等と連携した特産水産物のPR、
流通販売強化の推進
●●県内外からの誘客促進に向けた異業種連携
による海業の展開
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4 有明海海区

■海況の特徴
　有明海海区は本県、佐賀県、福岡県、熊本県に囲まれた閉鎖性の強
い海域です。湾口部は橘湾と不知火海に接続し、湾奥部は遠浅な地形
となっています。海域内の潮流は潮汐により随時流向が変わります
が、海域内の海水は周期的には反時計回りに流れています。
　広大な干潟や肥沃な浅海域を有することから、漁場としてだけでな
く、海域全体が底棲性魚類等やエビ類、カニ類、貝類等の産卵場や幼
稚仔魚の育成場となっています。
　近年、夏季の高水温や海底土の有機物化、浮泥の堆積等、漁場環境
の変化、赤潮や貧酸素水塊の発生等が見られます。

■漁業の現状
　有明海海区では、主に小型底びき網、ごち網、刺
網、はえ縄等の漁業が営まれています。当海区の
令和５年の海面漁業生産量は1,475トンで、平成
30年から212トン増加しています。小型底びき網、
刺網、はえ縄では高級魚が減少し、燃油や資材の
価格が高騰して、漁家の経営状況は厳しさを増し
ています。
　海面養殖業では主にマガキ、アサリ、ワカメ、ヒジキの養殖が営まれており、令和５年の生産量は
1,315トンで、平成30年から103トン増加しています。
　令和５年の漁業就業者数は718人で、平成30年から299人減少しています。

■海区特有の課題

　海洋環境が変化し、赤潮や貧酸素水塊の発
生が見られる中、二枚貝類等の資源が減少して
います。また、エビ類、カニ類、イカ類、マダコ等
の漁獲も減少しているため、資源回復に向けた
栽培漁業や底質改善等の取組が必要です。　
　海面養殖業では、高水温や魚類の食害による
影響等により、マガキ、アサリ、ノリ、ワカメの生
産量は不安定で、安定生産に向けた取組が求め
られています。
　水産物の出荷は多くが地区外向けであり、限
られた輸送手段のコスト等が上昇する中、地域
内での販売強化も課題です。

①有明海の再生に向けた漁場環境
の保全・改善と資源増殖の推進

②貝類・藻類養殖の安定生産に向
けた技術開発・実用化の推進

③地域内の販売・消費拡大による
漁村の活性化

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 2,475 2,790
生産量（海面漁業） トン 1,263 1,475
生産量（海面養殖業） トン 1,212 1,315
漁業就業者数 人 1,017 718

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ４　有明海海区

推進目標　漁場環境の保全、介藻類養殖の振興、地産地消による漁業活性化

■課題に対する取組の方向性

❶有明海の再生に向けた漁場環境の保全・改善と資源増殖の推進

◆取組の方向性
　有明海再生加速化対策交付金※等の積極的
な活用により水産資源の回復と漁獲の安定を
図るため、栽培漁業と資源管理を組み合わせ
た資源増殖と漁場環境の改善の取組を推進し
ます。
　貝類や藻類等の再生産サイクルの形成を図
るため、干潟、藻場の保全活動を推進します。

◆具体的な取組
●●４県共同で行うクルマエビ等の種苗放流の
継続実施
●●漁業者による小型魚や産卵親魚の保護、海
底耕うんの取組への支援
●●国の調査、実証事業によるアサリ等の母貝
団地※、カキ礁※、藻場の造成の展開・拡大

❷貝類・藻類養殖の安定生産に向けた技術開発・実用化の推進

◆取組の方向性
　貝類・藻類養殖への新たな養殖手法の導入
や漁船漁業経営に貝類・藻類を組み合わせた
経営の多角化を推進し、収益性の高い安定し
た経営体づくりを進めます。

◆具体的な取組
●●マガキのへい死、ノリ、ワカメの食害及び生
育不良における養殖技術の改良推進
●●ヒジキの養殖種苗供給体制の確立に向けた
技術開発の推進
●●ワカメやカキ養殖による多角経営の推進

❸地域内の販売・消費拡大による漁村の活性化

◆取組の方向性
　有明海ならではの特徴的な水産物を強みと
して、漁協等による地元や近隣地域での販売
促進の取組を推進します。

◆具体的な取組
●●多様な売り場（漁協直売所、朝市、道の駅）へ
の販売促進と地域内で連携した安定供給体
制の確保
●●市町や観光分野と連携した誘客促進や消費
拡大の取組の推進
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5 県北海区

■海況の特徴
　県北海区は本県の北西端に位置し、対馬暖流と五島列島最北部の
宇久島、小値賀島を含む数多くの島嶼やリアス海岸からなる複雑な
海岸地形により好漁場が形成されています。
　また、複雑な海岸地形の湾や入り江が多く、魚類や貝類などの養殖
に適した海域となっています。

■漁業の現状
　県北海区では、漁獲量の多いまき網漁業、定置
網漁業のほか、ごち網、船びき網、刺網、一本釣り、
小型底びき網等の漁業が営まれており、アジ、サ
バ、イワシ類のほか、ヒラメやイサキ、マダイ、クエ、
シイラ、トビウオ、イカ類等が多く水揚げされます。
令和５年の海面漁業生産量は165,002トンで、平
成30年から3,867トン増加しています。
　海面養殖業では、クロマグロやブリ、トラフグ、マダイ等の魚類養殖のほか、カキ類や真珠の養殖が
営まれています。令和５年の生産量は6,509トンで、平成30年から1,369トン減少しています。
　令和５年の漁業就業者は2,636人で、平成30年から588人減少しています。

■海区特有の課題

　漁船漁業では、燃油や資材価格の高騰等によ
り漁業経営の厳しさが増す中、スマート機器の
活用等により操業の効率化を図り、生産性を高
める必要があります。
　養殖業では、安定生産と収益性向上を図るた
め、赤潮等のリスクを抑える養殖手法の導入や
漁場の有効活用等を推進する必要があります。
　漁業者の高齢化や後継者不足が続く中、新
規漁業就業者の育成・定着促進や外国人材の
活用が重要な課題となっています。
　地域に根差した新たな水産加工品の開発や
地域資源を活用し賑わいを創出することで、更
なる集客と地元消費を拡大し、地域の活性化を
図ることも重要な課題です。

①先端技術の導入による漁船漁業
の生産性向上

②赤潮対策や漁場の有効活用等に
よる養殖業の生産性向上

③漁業を支える担い手の確保・育成
と外国人材の活用促進

④水揚げ産地の強みを活かした地
域活性化の推進

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 169,013 171,511
生産量（海面漁業） トン 161,135 165,002
生産量（海面養殖業） トン 7,878 6,509
漁業就業者数 人 3,224 2,636

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ５　県北海区

推進目標　�先端技術活用による生産性向上と�
地域ブランドの活用や海業の展開等による魅力ある水産業の創出

■課題に対する取組の方向性

❶先端技術の導入による漁船漁業の生産性向上

◆取組の方向性
　スマート水産技術の活用により、一本釣やま
き網等の漁場探索など操業の効率化を図り、
若い漁業者の経営安定化に取り組みます。

◆具体的な取組
●●海況予測システムや高性能漁労機器の活用
促進などスマート化の取組の推進
●●学習会等による効果の高いスマート機器及
び活用方法等の地域内普及の促進

❷赤潮対策や漁場の有効活用等による養殖業の生産性向上

◆取組の方向性
　赤潮対策を強化することにより養殖業の経
営安定を図ります。
　養殖業の規模拡大や先端技術の導入によ
り、生産性向上を図ります。

◆具体的な取組
●●伊万里湾や九十九島等における漁協等と連
携した赤潮監視体制の強化や生簀の足し網
等の導入促進
●●生産規模拡大に向けた漁場の見直しや新規
漁場の設定
●●AI技術を活用した給餌や計量・計測など先
端技術の導入促進

❸漁業を支える担い手の確保・育成と外国人材の活用促進

◆取組の方向性
　担い手の確保に向け、効果的な情報発信を
行います。
　新規漁業就業者が定着しやすい環境づくり
に取り組みます。
　県北地域の漁業を支えるまき網や定置網等
の雇用型漁業では外国人を含む多様な人材の
確保に取り組みます。

◆具体的な取組
●●市町と連携した水産教室や漁業体験研修に
よる地元高校生等に対するPRの実施
●●漁業就業支援フェアへの参加や漁業研修の
受入促進
●●新規就業者の経営力向上のための経営指導
や漁業技術習得研修の実施
●●外国人材活用に向けたセミナーへの参加促
進や地域の受入体制づくりの推進

❹水揚げ産地の強みを活かした地域活性化の推進

◆取組の方向性
　管内に産地魚市場や養殖産地を有し、企業
加工が近接する強みを活かして、国内外への
販路の開拓を推進します。
　県北地域に豊富に水揚げされる水産物を活
かした漁村地域の活性化に取り組みます。

◆具体的な取組
●●荷捌きの効率化や冷蔵保管施設整備による
産地魚市場の集出荷機能の確保
●●生産者と加工業者等の連携による産地加工
及び販路開拓の取組の促進
●●トビウオ等特産種の新たな加工品の開発
●●シイラ等地域ブランドを軸としたイベントの
実施や体験漁業など海業の更なる展開
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6 五島海区

■海況の特徴
　長崎県の西方沖に位置し、対馬暖流と、列島付近にできる沿岸流と
の影響から、周辺海域は西日本有数の好漁場を形成しており、定置網
漁業をはじめ、一本釣りやはえ縄、まき網、刺網、たこつぼ、採介藻など
の様々な漁法が営まれています。
　また、大小130の島々とリアス海岸からなる海岸線は変化に富み、
養殖に適した静穏域が多く、クロマグロやブリをはじめとする魚類養
殖や真珠養殖等が盛んに行われています。

■漁業の現状
　海面漁業では、まき網漁業、定置網漁業、釣りや
はえ縄、刺網などの多様な漁業が行われていま
す。令和５年の生産量は５万７千トンで平成30年
から１万トン減少しています。
　海面養殖業では、クロマグロやブリ養殖の進展
により、令和５年の生産量は6,607トンで平成30
年から619トン増加しています。特にクロマグロ養殖は、令和５年の県全体の生産量の43％、全国の
17％を占める国内最大級の養殖産地となっています。
　令和５年の漁業就業者数は1,591人で、平成30年から254人減少しており、従前からの課題の後
継者不足に加え、近年では人手不足による労働力確保の問題が顕在化しています。

■海区特有の課題

　養殖業では、餌や資材の価格高騰による生産
コスト増や赤潮等のリスクなどが課題であり、
環境変化に強い安定生産体制の構築が求めら
れています。
　消費地から遠く、高い評価を得ている魚種も
時間やコスト面で商取引に不利なことから、所
得向上に向けた付加価値の向上等が課題で
す。
　沿岸漁場では磯焼けが進行していることか
ら、藻場の回復が重要な課題です。
　人口減少による漁村の活力の衰退も懸念さ
れ、漁村の魅力や地域資源等を有効活用し漁村
地域の活性化に取り組む必要があります。

①収益性の高い安定した養殖業の
育成

②水産物の付加価値向上と魚の魅
力発信による消費拡大

③先駆的な取組による持続可能な
藻場保全の推進

④海の魅力を活用した人を呼び込
む仕組みづくり

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 73,876 63,573
生産量（海面漁業） トン 67,888 56,966
生産量（海面養殖業） トン 5,988 6,607
漁業就業者数 人 1,845 1,591

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ６　五島海区

推進目標　五島の魅力と資源を最大限に活かした持続的な水産業の推進

■課題に対する取組の方向性

❶収益性の高い安定した養殖業の育成

◆取組の方向性
　地域の中核となる養殖業者による新たな取
組を推進し、生産性向上を図ります。
　養殖業経営の安定化に向け、市場ニーズに
対応した生産拡大や養殖漁場の拡大、有害赤
潮の早期発見体制の強化、被害軽減対策に取
り組みます。

◆具体的な取組
●●魚体測定カメラやAI自動給餌機など新技術
を活かした生産の効率化と働きやすい職場
環境づくりの推進
●●未利用となっている海域の活用や漁場拡大
の検討、有害プランクトンセンサーによるモ
ニタリングの効率化と効果的な赤潮防除対
策の実践・普及

❷水産物の付加価値向上と魚の魅力発信による消費拡大

◆取組の方向性
　五島産水産物の付加価値と認知度の向上を
図り、地域内外での消費を拡大し、生産者の所
得の向上に繋げます。

◆具体的な取組
●●産学官で連携した科学的データの見える化
による五島〆※等ブランド力強化と取引拡
大・定着の取組推進
●●地域の観光関連事業者と連携した「推し魚」
の取組や地域イベントの展開等による消費
喚起と魅力発信
●●各種メディアを活用したPR、認知度向上

❸先駆的な取組による持続可能な藻場保全の推進

◆取組の方向性
　藻場再生手法の普及やブルーカーボンクレ
ジット制度の活用などの先駆的な取組により、
持続可能な藻場保全活動を推進します。

◆具体的な取組
●●仕切り網による食害魚対策、ガンガゼ駆除な
どの藻場再生手法の成功事例の他地区への
展開
●●スマート技術の活用による磯焼け対策の効
率化
●●地元漁協や市町と連携したブルーカーボン
の活用推進体制の構築

❹海の魅力を活用した人を呼び込む仕組みづくり

◆取組の方向性
　五島地域の豊かな海と漁村の魅力を最大限
に活用した「海業」を推進し、地域の所得の向
上と賑わいの創出に取り組みます。

◆具体的な取組
●●海業促進のための港湾漁港の施設整備とマ
リンレジャーの拠点づくり
●●防波堤釣りやマリンアクティビティ、観光定
置、水産加工等の体験型コンテンツの創出・
事業化による誘客推進と受入体制の充実・
強化
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7 壱岐海区

■海況の特徴
　壱岐海区は、九州西部の玄界灘に位置する南北約17km、東西約
15kmの壱岐島を囲む海域で、周辺海域には、対馬暖流と九州沿岸流
が交差し、七里ヶ曽根、平良曽根など天然礁が多く、イカ類、ブリ類、ク
ロマグロ、サワラ等の好漁場となっています。
　沿岸の浅海域は、起伏に富む岩礁帯が張り出し、以前はウニ類やア
ワビ類などの磯根資源が豊富でしたが、磯焼けの拡大とともに生産量
が減少しました。近年は積極的な磯焼け対策により、島内の藻場は回
復傾向にあります。

■漁業の現状
　壱岐海区では、いか釣漁業、釣漁業を主体とし
て、採介藻漁業、定置網漁業等の海面漁業が盛ん
に行われています。
　いか釣漁業や釣漁業では、主要魚種のスルメイ
カの資源変動や国際的なクロマグロ資源管理に
伴う漁獲制限により、生産量が大きく減少してい
ます。定置網漁業では、比較的安定した生産額で推移しています。採介藻漁業では、磯焼け等の影響
によりウニ類、アワビ類などの生産量が減少しています。令和５年の海面漁業生産量は1,941トンで、
平成30年から963トン減少しています。
　養殖業では、島北部を除く静穏域で、クロマグロ等の魚類養殖や真珠、カキ類の他、トラフグ等の
陸上養殖が行われています。
　令和５年の漁業就業者は577人で、平成30年から324人減少しています。

■海区特有の課題

　スルメイカの資源変動やクロマグロの資源管
理に伴う漁獲制限、磯焼けに伴うウニ類やアワ
ビ類の生産量の減少等により漁業者の収入が
減少していることから、適切な資源管理や藻場
回復の取組等により資源の維持増大を図る必
要があります。
　また、漁業者の収益性向上に向け、新たな操
業形態への転換や漁獲物の付加価値向上の取
組を推進することが重要な課題となっていま
す。
　海業などの取組を促進し、漁業者等の収入向
上を図りつつ、地域活性化に繋げていくことも
重要な課題です。

①水産資源の維持・増大に向けた
資源管理と漁場づくりの推進

②経営の多角化や漁獲物の付加価
値向上等による漁業経営体の収
益性向上

③魅力ある地域資源を活用した浜
の活性化

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 2,904 1,959
生産量（海面漁業） トン 2,904 1,941
生産量（海面養殖業） トン 0.2 18
漁業就業者数 人 901 577

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ７　壱岐海区

推進目標　�藻場の回復から広がる豊かな漁場づくりと�
多様な地域資源の活用や収益化による魅力ある水産業の展開

■課題に対する取組の方向性

❶水産資源の維持・増大に向けた資源管理と漁場づくりの推進

◆取組の方向性
　これまでに効果が確認された藻場再生手法
の島内への展開などにより、藻場の拡大に取り
組みます。
　資源管理の促進と栽培漁業の効果的な展開
を図ります。
　漁業者の安定した漁業生産活動を支える漁
場の整備を推進します。

◆具体的な取組
●●イスズミ駆除や海藻種苗プレートの設置な
ど効果的な藻場の保全や機能回復の取組と
ブルーカーボンクレジット制度活用による
藻場保全の持続的な活動の推進
●●クロマグロやスルメイカ等のTAC管理と沿
岸性の魚種を対象とした地先ごとの自主的
な資源管理の推進
●●温暖化や藻場の状況に対応したハタ類など
の種苗の放流
●●藻場回復の取組と連携した沿岸域の増殖場
や沖合漁場の整備

❷経営の多角化や漁獲物の付加価値向上等による漁業経営体の収益性向上

◆取組の方向性
　環境変化や資源変動に対応した収益性が高
い漁業経営体の育成を推進します。
　クロマグロ漁業では、増加した漁獲枠の有
効利用を図るとともに、特産魚種の付加価値
向上に取り組みます。

◆具体的な取組
●●スルメイカ等の主力魚種の漁獲時期・量・魚
種の変化などに対応した操業形態への転換
や新漁法導入による経営の多角化
●●クロマグロの来遊状況に応じた小型魚から
大型魚への操業転換
●●クロマグロやサワラの付加価値向上に向け
た鮮度保持技術の向上や販売強化の取組
促進

❸魅力ある地域資源を活用した浜の活性化

◆取組の方向性
　壱岐島内の海や水産物など、漁村の地域資
源の価値や魅力を活用した海業の取組や地産
地消などにより、浜の活性化を推進します。
　漁業者の生産活動や漁村の賑わいを支える
漁協の運営や体制の強化に努めます。

◆具体的な取組
●●新たな海業コンテンツの開発や観光関係者
等との連携による海業の取組拡大
●●SNS等各種媒体を活用した漁村や地元水産
物の魅力発信
●●低未利用魚（イスズミやクロダイ等）の有効
活用
●●漁協の業務の効率化や連携、人材の確保・
育成に向けた取組の促進
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8 対馬海区

■海況の特徴
　対馬海区は九州本土と朝鮮半島の中間に浮かぶ南北82km、東西
18kmの対馬島を囲む海域で、周囲には海谷、海盆や岩礁が多くあ
り、対馬暖流と大陸沿岸水が交錯し、好漁場が形成されています。ま
た、対馬の中央に位置する浅茅湾は、リアス海岸の特徴が顕著であ
り、海面養殖に適した海域となっています。

■漁業の現状
　海面漁業では多様な漁業が営まれており、主な
ものは定置網、いか釣り、一本釣り、はえ縄漁業と
なっています。当海区の令和５年の海面漁業生産
量は8,651トンで、平成30年から1,949トン減少し
ています。とりわけ当海区の漁獲主体であるイカ
類の漁獲量減少は著しく、燃油価格の高止まりや
藻場の消失ともあいまって、島内漁家の経営状況は厳しさを増しています。
　海面養殖業ではクロマグロ、真珠養殖が盛んに営まれています。令和５年の養殖生産量は1,425ト
ンで、平成30年と概ね同水準となっています。
　令和５年の漁業就業者数は1,678人で、平成30年から607人減少しています。

■海区特有の課題

　漁船漁業では、イカ類、特にスルメイカの漁
獲量の減少が続いているほか、クロマグロの
TAC管理により漁業収入が減少する中、資源管
理と適切な資源利用の推進、新たな漁法の導入
や転換による漁家の所得向上等が課題です。ま
た、沿岸漁場の生産力向上のため、藻場回復に
向けた取組が必要です。
　海面養殖業では、餌料価格の高騰の課題に
直面しているクロマグロ養殖における安定生産
と販売価格の向上、真珠養殖では、他産地との
競争に勝てる品質向上等が課題です。
　定置網やいか釣り等の雇用型漁業では、漁業
就業者が不足していることから、担い手の確
保・育成が課題です。
　また、多くの漁業集落で漁業世帯数の減少が
進んでいることから、対馬特有の地域資源を活
用した漁村の振興が求められています。

①海洋環境や資源変動に対応した
漁船漁業の推進と漁場づくり

②養殖魚の品質向上と輸出促進及
び真珠の高品質化

③多様な担い手による雇用型漁業
の経営安定

④地域資源を最大限活用した漁村
地域の活性化

項目 単位 H30年 R５年
総生産量 トン 12,026 10,077
生産量（海面漁業） トン 10,600 8,651
生産量（海面養殖業） トン 1,426 1,425
漁業就業者数 人   2,285   1,678

（出典）長崎県漁港港勢調査、漁業センサスを基に県で集計
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�   ８　対馬海区

推進目標　特有の地域資源を十分活用した持続可能な水産業の振興

■課題に対する取組の方向性

❶海洋環境や資源変動に対応した漁船漁業の推進と漁場づくり

◆取組の方向性
　複数の漁業種類を組み合わせた経営の多角
化やクロマグロの漁獲枠の有効活用など、経
営力強化の取組を推進します。
　食害魚対策等の取組を加速させるとともに、
漁場整備を推進し、藻場回復に取り組みます。

◆具体的な取組
●●経営計画のフォローアップ強化や経営力強
化の取組促進
●●スマート技術の普及促進
●●新たな漁法等の導入促進
●●クロマグロ小型魚から大型魚への漁獲対象
の転換を促進
●●食害魚の有効利用の推進
●●藻場回復の取組と連携した増殖場の整備

❷養殖魚の品質向上と輸出促進及び真珠の高品質化

◆取組の方向性
　養殖生産物の品質向上やへい死の抑制に努
めます。
　輸出を促進し販売単価を上げることで収益
性の向上に取り組みます。
　真珠の高品質化のための養殖技術開発に取
り組みます。

◆具体的な取組
●●漁場改善計画に基づく環境把握・改善等の
取組の推進
●●未利用水域の有効活用の促進
●●海外販路拡大による輸出促進
●●海域の特性に合った高品質真珠の安定生産
技術開発への支援

❸多様な担い手による雇用型漁業の経営安定

◆取組の方向性
　新規就業者の確保・育成と外国人材の受入
を推進し、雇用型漁業の経営安定に取り組み
ます。

◆具体的な取組
●●一本釣りやはえ縄など独立型漁業の新規就
業者の定着促進
●●定置網やいか釣りなど雇用型漁業の新規就
業者の確保
●●株式会社エヌとの連携による雇用型漁業へ
の外国人材の受入促進

❹地域資源を最大限活用した漁村地域の活性化

◆取組の方向性
　特有の自然・文化等の地域資源を最大限活
用した漁村地域の振興により、漁業者の所得
向上に取り組みます。

◆具体的な取組
●●漁業体験や海洋環境教育をはじめとした海
業の起業又は事業規模拡大への支援
●●高齢者や女性等の多様な人材が働きやすい
環境づくり
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